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５ 総合政策部の変遷

年 月 日 変 遷 事 項 機 構 図
23. 3.30 ○知事官房を廃止し、行政調査室及び秘書室を知 知 事 官 房

事直属の機構として設置 （廃 止）

25. 2.12 ○電源開発推進本部を設置 総 秘 行調 電推
務 書 査 源進
部 室 政室 開本

発部
25. 6.27 ○総務部に知事公室を置き、総合開発委員会の新 総

設に伴い、総合開発委員会事務局を設置 知 総委事
務 事 合員務

公 開会局
部 室 発

27. 8.19 ○知事公室を廃止し、総務部に企画室を設置 総
企 総委事

務 画 合員務
室 開会局

部 発

30. 5.27 ○企画室、総合開発委員会事務局及び電源開発推 総
進本部を廃止し、総務部総合開発企画本部（企 総合開発企画本部（課制）
画課、資源開発課、開発調査課）を設置 企 資 開

務 源 発
調 画 開 調
査 発 査
員 部 課 課 課

30.10. 1 ○資源開発課を商工部へ移管 商 工 部

34. 8.22 ○総務部総合開発企画本部の課制を主幹制とする 総
総合開発企画本部（主幹制）

務 総 計 文 財 建 商 水
調 化 政 設 工 産
査 部 厚 経 運 鉱 農
員 括 画 生 済 輸 林

36. 8. 6 ○総合開発企画本部を総合開発企画部とし、総務 総 総合開発企画部（主幹制）
部から分離 総 計 文 財 建 商 水

調 務 化 政 設 工 産
査 厚 経 運 鉱 農
員 部 括 画 生 済 輸 林

37. 5.17 ○総合開発企画部に物価対策主幹を新設 総合開発企画部(主幹制)
労 農 総 計 文 物 財 建 商 水

化 価 政 設 工 産
研 研 厚 対 経 運 鉱 農

括 画 生 策 済 輸 林
38.4.1

38. 5.28 ○総合開発企画部の主幹制を廃止、課制とする 総合開発企画部（課制）
○総務部考査員を企画部考査員とする 総 企 開 開 総

画 発 発 合
統 務 考 調 振 計 経研
計 査 整 興 画 済究
課 部 員 課 課 課 所

38.11. 1 ○総合開発企画部を廃止し、企画部を置き、企画 企 画 部
課、調整課、開発課、公害課及び統計課の５課 考 企 調 開 公 統 総
とする 査 画 整 発 害 計

員 課 課 課 課 課 研

40. 4.23 ○企画部開発課の主査制を廃止し、係制とする 総 務 部 企 画 部 総
○考査員を総務部に設置 研
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年 月 日 変 遷 事 項 機 構 図

41. 4.12 ○臨時特別の組織として、北海道百年記念事業準 企 画 部
備室を企画部に設置 企 調 開 公 統 北百念準 総

画 整 発 害 計 海年事備
課 課 課 課 課 道記業室 研

42. 5.20 ○臨時特別の組織の北海道百年記念事業準備室を 北百念事 企 画 部
改組し、北海道百年記念事業事務局を設置 海年事務 企 調 開 公 統 総

道記業局 画 整 発 害 計
課 課 課 課 課 研

43. 4. 1 ○企画部開発課に代えて、計画第一課から計画第 企 画 部
六課を設置 企 調 計 計 計 計 計 計 公 統 総

画 画 画 画 画 画
画 整 第 第 第 第 第 第 害 計

一 二 三 四 五 六
課 課 課 課 課 課 課 課 課 課 研

44. 4. 1 ○企画部調整課に地域振興対策室を設置 企 画 部
企 調 計 計 計 計 計 計 公 統 総

地 画 画 画 画 画 画
画 整 域対 第 第 第 第 第 第 害 計

振策 一 二 三 四 五 六
課 課 興室 課 課 課 課 課 課 課 課 研

45. 4. 1 ○企画部調整課地域振興対策室を廃止し、地域振 企 画 部
興課を設置 企 調 開 開 地 公 統 総 公

○企画部計画第一課から第六課までを廃止し、開 発 発 域 害
発第一課、開発第二課を設置 画 整 第 第 振 害 計 防研

○出先機関に公害防止研究所を設置 一 二 興 止究
課 課 課 課 課 課 課 研 所

46. 8. 5 ○企画部に環境局（公害調整課、公害規制課、自 林 務 部 商 工 部
然保護課）を設置

○公害課は廃止 企 画 部
○大規模工業基地開発本部事務局を商工部から企 (環境局) 総 公
画部に移管(大規模工業基地開発事務局に改称) 企調計計 地 統 公公自 大基務 石開

○石狩湾地域開発事務局を設置 画画 域 害害然 規地局 狩発 防
画整第第 振 計 調規保 模開 湾事

一二 興 整制護 工発 地務
課課課課 課 課 課課課 業事 域局 研 研

47. 4. 5 ○企画部を開発調整部に改称 地 開 発 調 整 部
○企画課、開発第一課及び開発第二課を廃止 域 調 調 参 参 参 参 大事 石開 生
○地域振興課を廃止（特時特別の組織として地域 振 整北 査 事 事 事 事 規 総 活
振興対策事務局として総務部に移管） 興 課方 統

（ （ （ （

模 狩発 環
○調整課のうち、開発予算に係る所掌を分離し、 対 圏 計 計 開 交 資 工 境
参事(計画、開発予算、交通運輸、資源・科学) 策 調 課 画 発 通 源 業務 湾事 部
を設置 事 査

）

予 運 ・ 基
○調整課に北方圏調査室を設置 務 室 算 輸 科 地 地務
○統計課を調査統計課に改称 局

） ）

学 開 研
○環境局を廃止（生活環境部に移管）

）

発局 域局

48. 4.21 ○参事（交通運輸）を廃止し、交通対策課を設置 開 発 調 整 部
調 交 調 参 参 参 大事 石開
整北 通 査 事 事 事 規 総
課方 対 統

（ （ （

模 狩発
圏 策 計 計 開 資 工
調 課 課 画 発 源 業務 湾事
査

）

予 ・ 基
室 算 科 地 地務）

学 開 研）

発局 域局
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年 月 日 変 遷 事 項 機 構 図

49.12.12 ○参事(資源・科学)を廃止し、土地対策課を設置 開 発 調 整 部
調 交 土 調 参 参 大 石
整北 通 地 査 事 事 規 狩 総

50. 5.21 ○開発調整部次長を２名とする 課方 対 対 統

（ （

模 湾
圏 策 策 計 計 開 工開 地開
調 課 課 課 画 発 業発 域発
査

）

予 基事 事
室 算 地務 務 研）

局 局

50. 5.28 ○参事（計画）を参事（計画総括、フレーム・地 開 発 調 整 部
域、生活・環境、産業・運輸）に編成替え 調 交 土 調 参 参 参 参 参 大事 石開

整北 通 地 査 事 事 事 事 事 規 総
課方 対 対 統

（ （ （ （ （

模 狩発
圏 策 策 計 計 フ 生 産 開 工
調 課 課 課 画 レ 活 業 発 業務 湾事
査 総

ー

・ ・ ・ 予 基
室 括 ム地 環 運 算 地 地務）

域 境 輸

）

開 研） ） ）

発局 域局

52. 8.20 ○交通対策課に空港対策室を設置 開 発 調 整 部
○土地対策課を土地水対策課に改称し、同課に水 調 交 土 調 参 参 参 大事 石開
資源対策室を設置 整北 通空 地水 査 事 事 事 規 総

○調整課及び土地水対策課に参事職を設置 課方 対港 水資 統

（ （ （

模 狩発
○参事（計画総括、ﾌﾚｰﾑ・地域、生活・環境、産 圏 策対 対源 計 計 計 開 工
業・運輸）を（計画第一、計画第二）に編成替 調 課策 策対 課 画 画 発 業務 湾事 総
え 査 室 課策 第 第 予 基

○大規模工業基地開発事務局に参事職(３)を設置 室 室 一 二 算 地 地務 務） ） ）

開 研
発局 域局 部

53. 8. 3 ○参事（計画第一）及び参事（計画第二）を参事 開 発 調 整 部
（計画）に統合 調 交 土 調 参 参 参 大事 石開

整北 通空 地水 査 事 事 事 規 総
54. 5.26 ○開発調整部の参事職を廃止 課方 対港 水資 統

（ （ （

模 狩発
○交通対策課に参事職を設置 圏 策対 対源 計 計 開 高 工
○総務部学事課参事と参事（開発予算）の一部を 調 課策 策対 課 画 発 等 業務 湾事
統合し、参事（高等教育・科学）を設置 査 室 課策

）

予 教・ 基
室 室 算 育科 地 地務）

学 開 研）

発局 域局

55. 8. 1 ○開発調整部に経済調査室を設置 開 発 調 整 部
○調査統計課を統計課に改称 調 交 土 統 経 参 参 参 大事 石開
○総合経済研究所を廃止 整北 通 空 地水 計 済 事 事 事 規

課方 対 港 水資 課 調

（ （ （

模 狩発
56. 4.17 ○開発調整部大規模工業基地開発事務局の参事職 圏 策 対 対源 査 計 開 高 工

（１）を廃止 調 課 策 策対 室 画 発 等 業務 湾事
査 室 課策

）

予 教・ 基
57. 4.20 ○参事（計画）の職を２名とする 室 室 算 育科 地 地務）

学 開）

発局 域局

59. 4.16 ○大規模工業基地開発事務局と石狩湾地域開発事 開 発 調 整 部 土 商
務局を廃止(両局を統合し、商工観光部に移管) 調 交 土 統 経 参 参 参 参 工

○参事（計画）の職を４名とする 整北 通 地 水 計 済 事 事 事 事 木 観
○参事（ニューメディア）を設置 課方 対 水 資 課 調

（ （ （ （

光
○交通対策課空港対策室を廃止（空港に係る所掌 圏 策 対 源 査 高 計 開 ニ 部 部
は、土木部空港港湾課に移管） 調 課 策 対 室 等 画 発 ュ

査 課 策 教

）

予

ー

メ
室 室 育 算 デ

科

）

ィ
学 ア） ）



- 103 -

年 月 日 変 遷 事 項 機 構 図

59. 5. 2 ○土地水対策課水資源対策室を廃止（ダムに係る 開 発 調 整 部
所掌は、土木部河川課ダム室に移管） 調 交 土 統 経 参 参 参 参 土

整北 通 地 計 済 事 事 事 事
課方 対 水 課 調

（ （ （ （

木
60. 4. 1 ○交通対策課から「陸運事務所」に関する事務を 圏 策 対 査 高 計 開 ニ

削除 調 課 策 室 等・ 画 発 ュデ 部
査 課 教科

）

予

ー

ィ
室 育学 算 メア） ） ）

60. 4.11 ○土地水対策課に参事職を設置 開 発 調 整 部
○参事（高等教育・科学）の所掌事務のうち、高 調 交 土 統 経 参 参 参 参 総
等教育に関するものを総務部学事課へ移管し、 整北 通 地 計 済 事 事 事 事
参事（科学・海洋）と改称 課方 対 水 課 調

（ （ （ （

務
圏 策 対 査 科 計 開 ニ
調 課 策 室 学 画 発 ュメ 部
査 課 ・

）

予

ー

デ
室 海 算 ィ

洋

）

ア） ）

62. 5.27 ○世界・食の祭典推進室を設置 開 発 調 整 部
○参事（ｴｱｶｰｺﾞ）を設置 調 交 土 統 経 世祭 参 参 参 参 参

整 北 通 地 計 済 事 事 事 事 事
課 方 対 水 課 調 界典

（ （ （ （ （

圏 策 対 査 科 計 開 ニ エ
調 課 策 室 ・推 学 画 発 ュメ ア
査 課 ・

）

予

ー

デ カ
室 食進 海 算 ィ

ー

洋

）

ア ゴ
の室

） ） ）

63. 4.12 ○開発調整部と総務部の一部（審議室及び地方振 総 務 部
興室）を改組・編成し、企画振興部を設置

○企画振興部に４室４課２参事を設置 企 画 振 興 部
○新たに戦略プロジェクトを所管する参事監を設 企 地 経 世祭 総 交 土 統 参 参 参 参 参
置し、参事監の下に３参事（総合調整・高速交 画 域地市地 済 務 通 地 計 事 事 事 事 事
通、エアカーゴ、航空宇宙）を設置 室 振域町域 調 界典 課 対 水 課

（ （ （ （ （

○開発調整部の調整課北方圏調査室（冬季対策に 興調村振 査 策 対 科 開 総 エ 航
係る事務を除く）及び参事（ニューメディア） 室整課興 室 ・推 課 策 学 発 合高 ア 空
は、各々総務部国際交流課及び情報管理課へ移 課 課 課 ・ 予 調速 カ 宇
管 食進 海 算 整交

ー

宙
洋

）

・通 ゴ

）

の室

） ） ）

元. 4.12 ○戦略プロジェクトを所管するプロジェクト調整 企 画 振 興 部
推進室を設置 企 地 経 世祭 プ 総 調 交 土 統

○参事（科学・海洋、開発予算）を統合し、調整 画 域地市地 済 ロ 務 整 通 地 計
課を設置（海洋に係る所掌はプロジェクト調整 室 振域町域 調 界典 ジ 課 課 対 水 課
推進室に移管） 興調村振 査 ェ 策 対

室整課興 室 ・推 ク調 課 策
課 課 ト整 課

食進 推
進

の室 室

元. 8.21 ○プロジェクト調整推進室に管理課を設置 企 画 振 興 部
企 地 経 世祭 プ 総 調 交 土 統
画 域地市地 済 ロ 管 務 整 通 地 計
室 振域町域 調 界典 ジ 理 課 課 対 水 課
興調村振 査 ェ 課 策 対
室整課興 室 ・推 ク調 課 策
課 課 ト整 課

食進 推
進

の室 室
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年 月 日 変 遷 事 項 機 構 図

2. 4. 7 ○世界・食の祭典推進室を廃止（世界・食の祭典 企 画 振 興 部
に係る事務は総務課に移管） 企 地 経 プ 総 調 交 土 統

画 域地市地 済 ロ 管 務 整 通 地 計
室 振域町域 調 ジ調理 課 課 対 水 課

3. 5.23 ○プロジェクト調整推進室管理課に参事を設置 興調村振 査 ェ整課 策 対
○交通対策課の参事を廃止 室整課興 室 ク推 課 策

課 課 ト進 課
室

4. 4. 1 ○交通対策課のうち、新幹線鉄道の建設促進に係 企 画 振 興 部
る所掌を分離し、新幹線対策室を設置 企 地 経 プ 新 新 総 調 交 土 統

○プロジェクト調整推進室のうち、新千歳空港の 画 域地市地 済 ロ 管 千 幹 務 整 通 地 計
２４時間運用対策に係る所掌を分離し、新千歳 室 振域町域 調 ジ 理 歳 線 課 課 対 水 課
空港運用対策室を設置 興調村振 査 ェ 課 空 対 策 対

○地域振興室地域調整課に参事を設置 室整課興 室 ク調 港運 策 課 策
課 課 ト整 用 室 課

推 対
進 策
室 室

5. 8.20 ○北海道南西沖地震による被災地域の復興対策に 企 画 振 興 部
関する事務を処理するため、北海道行政組織規 企 地 経 プ 新 新 総 調 交 土 統 南
則（昭和41年北海道規則第21号）第４条の規定 画 域地市地 済 ロ 管 千 幹 務 整 通 地 計 西
により、南西沖地震災害復興対策室を設置 室 振域町域 調 ジ 理 歳 線 課 課 対 水 課 沖災

興調村振 査 ェ 課 空 対 策 対 地害
室整課興 室 ク調 港運 策 課 策 震復
課 課 ト整 用 室 課 興

推 対 対
進 策 策
室 室 室

7. 6. 1 ○プロジェクト調整推進室管理課の参事を廃止 企 画 振 興 部
○南西沖地震災害復興対策室を廃止（復興対策事 企 地 経 プ 新 新 総 調 交 土 統
業に係る総合調整業務は地域調整課へ移管） 画 域地市地 済 ロ 管 千 幹 務 整 通 地 計

室 振域町域 調 ジ 理 歳 線 課 課 対 水 課
興調村振 査 ェ 課 空 対 策 対
室整課興 室 ク調 港運 策 課 策
課 課 ト整 用 室 課

推 対
進 策
室 室

8. 4. 1 ○企画室を廃止し、政策室、計画室を設置 企 画 振 興 部
○プロジェクト調整推進室管理課を廃止 政 計 地 経 プ 新 新 総 調 交 土 統

策 画 域地市地 済 ロ 千 幹 務 整 通 地 計
室 室 振域町域 調 ジ 歳 線 課 課 対 水 課

興調村振 査 ェ 空 対 策 対
室整課興 室 ク 港 策 課 策
課 課 ト調 運 室 課 総

整 用
推 対 務
進 策
室 室 部

9. 6. 1 ○企画振興部の業務を再編し、総務部から広報広 総 合 企 画 部
聴部門、情報管理部門を移管して総合企画部を 政 地 経 計 交 新 総 科 情 土
設置 策政広広 域地市地 済経統 画 通交交 幹 務 学 報 地

○政策室に広報課、広聴課を設置 室策報聴 振域町域 調済計 室 企通通 線 課 技 企 水
○経済調査室に統計課を設置 室課課 興調村振 査調課 画企企 対 術 画 対
○交通対策課の業務とプロジェクト調整推進室の 参 室整課興 室査 室画画 策 振 課 策
国際エアカーゴ・リニア部門、新千歳空港運用 事 課 課 室 課室 室 興 課
対策室、空港港湾課のコミューター・航空路線 参 参 課
業務を統合再編して交通企画室を設置し、同室 事 事
に交通企画課を設置

○総務課に調整課の開発予算部門を移管し、参事
を設置
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○調整課の科学部門、プロジェクト調整推進室の
宇宙・海洋部門、新技術産業課の先端技術、技
術ネットワークを集約し、科学技術振興課を設
置

○調整課、プロジェクト調整推進室及び新千歳空
港運用対策室を廃止

10. 4. 1 ○経済調査室を経済企画室に改称 総 合 企 画 部
○総務課の開発予算部門と計画室の第３次北海道 政 地 経 計 交 新 総 科 情 土
長期総合計画の推進管理部門を所管する計画推 策政広広 域地市地 済経統 画 通交交 幹 務 学 報 地
進室を設置 室策報聴 振域町域 企済計 推 企通通 線 課 技 企 水

○計画室を廃止 室課課 興調村振 画企課 進 画企企 対 術 画 対
参 室整課興 室画 室 室画画 策 振 課 策
事 課 課 室 課室 室 興 課

参 参 課
事 事

11. 5.25 ○構造改革推進室を設置 総 合 企 画 部
○政策室に政策評価課を設置 構 政 地 経 計 交 新総科情土道
○政策室の広報課と広聴課を統合し、広報広聴課 造 策政政広 域地市地 済経統 画 通交交 幹務学報地民
を設置 改 室策策報 振域町域 企済計 推 企通通 線課技企水相

○道民相談センターを設置 革 室評広 興調村振 画企課 進 画企企 対 術画対談
推 参価聴 室整課興 室画 室 室画画 策 振課策セ
進 事課課 課 課 室 課室 室 興 課ン
室 参 参 課 タ

事 事

ー

12. 4. 1 ○情報企画課を情報政策課に改称 総 合 企 画 部
○地域振興室の地域調整課と地域振興課を統合 構 政 地 経 計 交 新 総科情土道
し、地域政策課を設置 造 策政政広 域地市 済経統 画 通交交 幹 務学報地民

改 室策策報 振域町 企済計 推 企通通 線 課技政水相
革 室評広 興政村 画企課 進 画企企 対 術策対談
推 参価聴 室策課 室画 室 室画画 策 振課策セ
進 事課課 課 室 課室 室 興 課ン
室 参 参 課 タ

事 事

ー

12. 8.10 ○有珠山火山活動による被災地域の復興対策に関 総 合 企 画 部
する事務を処理するため、北海道行政組織規則 構政 地 経 計交 新総科情土道 有
（昭和41年北海道規則第21号）第４条の規定に 造策政政広域地市済経統画通交交幹務学報地民 珠
より、有珠山火山活動災害復興対策室を設置 改室策策報振域町企済計推企通通線課技政水相 山

革 室評広興政村画企課進画企企対 術策対談 火災
推 参価聴室策課室画 室室画画策 振課策セ 山害
進 事課課 課 室 課室室 興 課ン 活復
室 参 参 課 タ 動興

事 事

ー

対
策
室

13. 4. 1 ○構造改革推進室を廃止し、構造改革推進課を設 総 合 企 画 部
置（一部業務を総務部へ移管） 政 地 経 交 新 総科情土道 有

○計画推進室と政策評価課を統合し、政策推進評 策政政広構 域地市 済経統 通交交 幹 務学報地民 珠
価課を設置 室策策報造 振域町 企済計 企通通 線 課技政水相 山

室推広改 興政村 画企課 画企企 対 術策対談 火災
参進聴革 室策課 室画 室画画 策 振課策セ 山害
事評課推 課 室 課室 室 興 課ン 活復
価 進 参 参 課 タ 動興
課 課 事 事

ー

対
策
室
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14. 4. 1 ○危機管理に係る事務を所管する危機総括監（知 総 合 企 画 部
事室長兼職）を設置 政 地 交 新 Ｉ 総科土経統道 有 危

○総合企画部次長を２名とする 策政政広構 域地市 通交交 幹 Ｔ情情 務学地済計民 珠 機

○情報政策課と総務部通信管理室を統合再編し、 室策策報造 振域町 企通通 線 推報報 課技水調課相 山 総

ＩＴ推進室（情報政策課、情報基盤課）を設置 室推広改 興政村 画企企 対 進政基 術対査 談 火災 括

○経済企画室を廃止（経済構造改革、クラスター 参進聴革 室策課 室画画 策 室策盤 振策課 セ 山害 監

支援に係る事務は経済部に移管）し、経済調査 事評課推 課 課室 室 課課 興課 ン 活復

課と統計課を設置 価 進 参 課 タ 動興

課 課 事

ー

対

策

室

15. 6. 1 ○政策室の構造改革推進課と政策推進評価課を廃 総 合 企 画 部
止し、政策室参事に一元化 政 計 地 交 新 Ｉ 総科土経統道 有

○政策室参事の社会資本整備部門と政策推進評価 策政広 画 域地市 通交交 幹 Ｔ情情 務学地済計民 珠

課の第３次北海道長期総合計画の推進管理部門 室策報 室 振域町 企通通 線 推報報 課技水調課相 山

を所管する計画室を設置 室広 興政村 画企企 対 進政基 術対査 談 火災

○危機総括監を総務部に移管 参聴 室策課 室画画 策 室策盤 振策課 セ 山害

事課 課 課室 室 課課 興課 ン 活復

参 課 タ 動興

事

ー

対

策

室

16. 4. 1 ○政策室を廃止し、道州制・支庁制度及び地方行 企 画 振 興 部
財政改革に係る業務を新たに設置した地域主権 計 地 地 交 新 Ｉ 総科

推進室に移管し、企画振興部へ名称変更 画計経統 域地市 域 通交交 幹 Ｔ情情 務学

○広報広聴課を知事政策部、道民相談センターを 室画済計 振域町 主 企通通 線 推報報 課技

総務部にそれぞれ移管 室調課 興政村 権 画企企 対 進政基 術

○土地水対策課を廃止し、業務を計画室に移管 参査 室策課 推 室画画 策 室策盤 振

○経済調査課、統計課を計画室に移管 事課 課 進 課室 室 課課 興

○有珠山火山活動災害復興対策室を廃止（復興対 室 参 課

策事業に係る推進管理業務は地域政策課へ移 事

管）

17. 4. 1 ○企画振興部次長を２名とする 企 画 振 興 部
○IT推進室の情報政策課と情報基盤課を再編統合 計 地 地 交 新 Ｉ 総科

し、情報政策課とする 画計経統 域地市 域 通交交 幹 Ｔ情 務学

室画済計 振域町 主 企通通 線 推報 課技

室調課 興政村 権 画企企 対 進政 術

参査 室策課 推 室画画 策 室策 振

事課 課 進 課室 室 課 興

室 参 課

事

18. 4. 1 ○部に地域振興・計画局、地域主権局、科学ＩＴ 企 画 振 興 部
振興局及び新幹線・交通企画局の４局を設置す
るとともに、臨時的で特命的な事務を処理する 総務課

組織として、地域振興・計画局に計画室、新幹 地域振興・計画局 参事

線・交通企画局に新幹線対策室を設置 市町村課

○地域政策課と経済調査課を廃止し、地域振興・ 統計課

計画局に参事として設置 計画室

○地域主権型社会の実現に向けた体制を整備する 地域主権局

ため、市町村合併業務を市町村課から地域主権 科学ＩＴ振興局 科学技術振興課

局に移管し、道州制や支庁制度改革業務などと 情報政策課

の一元化を図る。 新幹線・交通企画局 交通企画課

参事

新幹線対策室
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19. 6. 1 ○地域振興・計画局参事を廃止し、新たに地域振 企 画 振 興 部
興・計画局内に地域づくり支援室を設置

○市町村課内に新たに市町村財政健全化支援室を 総務課

設置 地域振興・計画局 市町村課

市町村財政健全化支援室

統計課

地域づくり支援室

計画室

地域主権局

科学ＩＴ振興局 科学技術振興課

情報政策課

新幹線・交通企画局 交通企画課

参事

新幹線対策室

20. 4. 1 ○地域振興・計画局を廃止し、新たに地域行政局 企 画 振 興 部
と地域づくり支援局を設置し、地域行政局内に
市町村課、統計課を設置。 総務課

経済の調査及び分析、社会資本、土地水対策に 地域行政局 市町村課

係る事務を総務課に移管、北海道長期総合計画 市町村財政健全化支援室

の推進管理に係る事務を知事政策部に移管 統計課

地域づくり支援局

地域主権局

科学ＩＴ振興局 科学技術振興課

情報政策課

新幹線・交通企画局 交通企画課

参事

新幹線対策室

21. 4. 1 ○知事政策部と企画振興部を統合し、総合政策部 知 事 政 策 部
を設置

○新たに地域振興を所管する参事監を設置し、参 総務課

事監の下に地域づくり支援局、地域行政局、地 知事室 秘書課

域主権局を設置 広報広聴課

○新幹線・交通企画局内に空港活性化推進室を設 国際課

置 パスポートセンター

○地域行政局に経済の調査及び分析を所管する参 道政相談センター

事を設置 政策審議局

計画推進局

21. 7. 1 ○ＡＰＥＣ貿易担当大臣会合を所管するＡＰＥＣ 北海道洞爺湖ｻﾐｯﾄ推進局

貿易担当大臣会合推進局を設置
総 合 政 策 部

総務課

知事室 秘書課

広報広聴課

国際課

パスポートセンター

道政相談センター

政策審議局

計画推進局

科学ＩＴ振興局 科学技術振興課

情報政策課

新幹線・交通企画局 交通企画課

空港活性化推進室

新幹線対策室

ＡＰＥＣ貿易担当大臣会合推進局
地域づくり支援局

地域行政局 市町村課

市町村財政健全化支援室

統計課

参事

地域主権局
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22. 4. 1 ○地域振興を所管する地域振興監を設置し、地域 総 合 政 策 部
振興監の下に地域づくり支援局、地域行政局、
地域主権局を設置 総務課

○科学ＩＴ振興局内に総合研究機構運営支援室を 知事室 秘書課

設置 広報広聴課

○物流拠点の形成、離島等の連絡船舶の運行確保 国際課

に係る事務及び空港・地域航空に関する事務 パスポートセンター

（新千歳空港の24時間運用対策に関する事務を 道政相談センター

除く）を建設部に移管 政策審議局

○経済の調査及び分析に係る事務を計画推進局に 計画推進局

移管 科学ＩＴ振興局 科学技術振興課

情報政策課

総合研究機構運営支援室
新幹線・交通企画局 地域交通課

参事
新幹線対策室

ＡＰＥＣ貿易担当大臣会合推進局
地域づくり支援局

地域行政局 市町村課

市町村財政健全化支援室

統計課

地域主権局

22. 7. 1 ○ＡＰＥＣ貿易担当大臣会合推進局を廃止 総 合 政 策 部

総務課

知事室 秘書課

広報広聴課

国際課

パスポートセンター

道政相談センター

政策審議局

計画推進局

科学ＩＴ振興局 科学技術振興課

情報政策課

総合研究機構運営支援室
新幹線・交通企画局 地域交通課

参事
新幹線対策室

地域づくり支援局

地域行政局 市町村課

市町村財政健全化支援室

統計課

地域主権局

24. 4. 1 ○「新・北海道総合計画」と「新生北海道戦略推 総 合 政 策 部
進プラン」の一体的な展開等を図るため、政策審
議局と計画推進局を統合し、政策局を設置 総務課

○計画推進局が所管していた社会資本に関する事 知事室 秘書課

務、土地水対策に関する事務及び経済の調査及び 広報広聴課

分析に関する事務を担うため、政策局内にそれぞ 国際課

れ社会資本課、土地水対策課、経済調査課を設置 パスポートセンター

○総合研究機構運営支援室を研究法人室に改称 道政相談センター

○新幹線対策室を新幹線推進室に改称 政策局 参事
社会資本課
土地水対策課
経済調査課

科学ＩＴ振興局 科学技術振興課

情報政策課

研究法人室
新幹線・交通企画局 地域交通課

参事
新幹線推進室

地域づくり支援局

地域行政局 市町村課

市町村財政健全化支援室

統計課

地域主権局
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25. 4. 1 ○総合交通を所管する交通企画監を設置し、交通 建 設 部
企画監の下に交通政策局、航空局を設置

○航空・海上交通部門及び物流部門を総合的に推 空港港湾局 物流港湾課
進するため、これらに関する事務を建設部から 空港活性化推進室
移管

○地域づくり支援局内に地域政策課を設置
総 合 政 策 部

総務課

知事室 秘書課

広報広聴課

国際課

パスポートセンター

道政相談センター

政策局 参事
社会資本課
土地水対策課
経済調査課

科学ＩＴ振興局 科学技術振興課

情報政策課

研究法人室
交通政策局 交通企画課

新幹線推進室
物流港湾室

航空局
地域づくり支援局 地域政策課
地域行政局 市町村課

市町村財政健全化支援室

統計課

地域主権局

26. 4. 1 ○経済の調査及び分析に関する事務を経済部に 総 合 政 策 部
移管

総務課

知事室 秘書課

広報広聴課

国際課

パスポートセンター

道政相談センター

政策局 参事
社会資本課
土地水対策課

科学ＩＴ振興局 科学技術振興課

情報政策課

研究法人室
交通政策局 交通企画課

新幹線推進室
物流港湾室

航空局
地域づくり支援局 地域政策課
地域行政局 市町村課

市町村財政健全化支援室

統計課

地域主権局
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27. 6. 1 ○総合政策部長の下に全庁の重要施策の総合調整 総 合 政 策 部
機能と地域戦略の推進機能を一元化するため、
地域振興監を廃止 総務課

○科学IT振興局科学技術振興課を経済部に移管す 知事室 秘書課

るとともに、研究法人室を政策局に移管し、情 広報広聴課

報政策課及び地域行政局統計課を情報統計局に 国際課

再編 パスポートセンター

○総合計画の見直しに向けて政策局に計画推進課 道政相談センター

を新設 政策局 参事
○人口減少問題対策の戦略企画を所管する人口減 計画推進課
少問題対策局を新設 社会資本課

○人口減少問題対策局に地域戦略課を新設すると 土地水対策課
ともに、地域づくり支援局を廃止し、地域政策 研究法人室
課を人口減少問題対策局に配置 情報統計局 情報政策課

○地域行政局及び地域主権局を廃止し、地域主権 統計課

・行政局を新設し、市町村課及び地域主権課を 人口減少問題 地域戦略課
配置 対策局 地域政策課

○航空局に航空課を新設 地域主権・行政局 市町村課
市町村財政健全化支援室

地域主権課
交通政策局 交通企画課

新幹線推進室
物流港湾室

航空局 航空課

28. 4. 1 ○国際化関連施策の総合的な推進のため、国際局 総 合 政 策 部
を新設し、知事室から国際課及びパスポートセ
ンター移管し、設置 総務課

○国際課内に新たに国際交流室及びロシア室を新 知事室 秘書課

設（ロシア関連業務を経済部から移管（サハリ 広報広聴課

ン事務所含む）） 道政相談センター

○人口減少問題対策局を地域創生局に改組 政策局 参事
計画推進課
社会資本課
土地水対策課

研究法人室
国際局 国際課

国際交流室
ロシア室
パスポートセンター

情報統計局 情報政策課

統計課

地域創生局 地域戦略課
地域政策課

地域主権・行政局 市町村課
市町村財政健全化支援室

地域主権課
交通政策局 交通企画課

新幹線推進室
物流港湾室

航空局 航空課
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28. 9. 1 ○道内空港運営の戦略的な推進を加速化するた 総 合 政 策 部
め、空港運営戦略推進室を新設

総務課

知事室 秘書課

広報広聴課

道政相談センター

空港運営戦略推進室
政策局 参事

計画推進課
社会資本課
土地水対策課

研究法人室
国際局 国際課

国際交流室
ロシア室
パスポートセンター

情報統計局 情報政策課

統計課

地域創生局 地域戦略課
地域政策課

地域主権・行政局 市町村課
市町村財政健全化支援室

地域主権課
交通政策局 交通企画課

新幹線推進室
物流港湾室

航空局 航空課

29. 4. 1 ○本道の教育等に関する総合的な施策の根本とな 総 合 政 策 部
る「北海道総合教育大綱」を一層推進するた
め、政策局内に総合教育推進室を新設 総務課

○北海道150年事業の着実な推進のため、政策局 知事室 秘書課

内に北海道150年事業室を新設 広報広聴課

○日露経済交流の拡大等に向けた動きを踏まえ、 道政相談センター

国際課ロシア室を廃止し、新たにロシア担当局 空港運営戦略推進室
長及びロシア担当課長を配置 政策局 参事

計画推進課
社会資本課
土地水対策課

総合教育推進室
研究法人室
北海道150年事業室

国際局 国際課

国際交流室
パスポートセンター

情報統計局 情報政策課

統計課

地域創生局 地域戦略課
地域政策課

地域主権・行政局 市町村課
市町村財政健全化支援室

地域主権課
交通政策局 交通企画課

新幹線推進室
物流港湾室

航空局 航空課
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30. 4. 1 ○国との一層緊密な連携を図るため、国の「北海 総 合 政 策 部
道総合開発計画」に係る総合調整を担当する計
画推進課と国費予算要望を担当する社会資本課 総務課
を統合 知事室 秘書課

○地域振興関係４課を「地域創生・施策推進セク 広報広聴課
ション（地域創生局）」と「地域政策・市町村 道政相談センター
支援セクション（地域振興局）」に再編 空港運営戦略推進室

○「北海道交通政策総合指針」に基づき『人流』 政策局 参事
と『物流』の一体的な政策展開を図るため、交 計画推進課
通企画課と物流港湾室を統合 土地水対策課

総合教育推進室
30.10. 1 ○胆振東部地震災害復興支援室を新設 研究法人室

北海道150年事業室
31. 1. 1 ○世界津波の日高校生サミット推進室を新設 世界津波の日高校生ｻﾐｯﾄ推進室

国際局 国際課
国際交流室
パスポートセンター

情報統計局 情報政策課
統計課

地域創生局 地域戦略課
地域主権課

胆振東部地震災害復興支援室
地域振興局 市町村課

市町村財政健全化支援室

地域政策課
交通政策局 交通企画課

新幹線推進室
航空局 航空課

元. 6. 1 ○地域創生に係る取組を充実させ、様々な課題解 総 合 政 策 部
決を図るため、地域振興監を設置

○政策局北海道150年事業室を廃止 総務課
○市町村財政健全化支援室を廃止 知事室 秘書課

広報広聴課
道政相談センター

空港運営戦略推進室
政策局 参事

計画推進課
土地水対策課

総合教育推進室
研究法人室
世界津波の日高校生ｻﾐｯﾄ推進室

国際局 国際課
国際交流室
パスポートセンター

情報統計局 情報政策課
統計課

地域創生局 地域戦略課
地域主権課

胆振東部地震災害復興支援室
地域振興局 市町村課

地域政策課
交通政策局 交通企画課

新幹線推進室
航空局 航空課
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2. 4. 1 ○民間との連携を促進するため、官民連携推進室 総 合 政 策 部
を設置 総務課

○航空局航空課と空港運営戦略推進室を統合し、 知事室 秘書課
空港運営戦略推進室を廃止 広報広聴課

○政策局総合教育推進室を総合教育推進課に改組 道政相談センター
○地方独立行政法人の管理運営に係る事務を一元 官民連携推進室
的に処理するため、総務部大学法人室と研究法 政策局 参事
人室が統合、総務部に独立行政法人課を設置 計画推進課

○世界津波の日高校生サミット推進室を廃止 土地水対策課
○国際局国際課国際交流室を廃止 総合教育推進課
○地域振興に係る業務を整理・再編し、地域行政 国際局 国際課
局を設置するとともに、市町村の広域連携の支 パスポートセンター
援のため、行政連携課を設置 情報統計局 情報政策課

統計課
地域創生局 地域戦略課

地域政策課
胆振東部地震災害復興支援室

地域行政局 市町村課
行政連携課

交通政策局 交通企画課
新幹線推進室

航空局 航空課

3. 4. 1 〇未来技術を駆使して本道の未来社会構築を目指 総 合 政 策 部
す「北海道Society5.0」の着実な実行と「デジ 総務課
タルトランスフォーメーション（ＤＸ）」を推 知事室 秘書課
進するため、次世代社会戦略監を設置 広報広聴課

〇次世代社会戦略局、ＤＸ推進課を新設するとと 道政相談センター
もに、経済部から科学技術振興課、総務部から 官民連携推進室
独立行政法人課（道総研部門）を移管 政策局 参事

〇本道における持続的な鉄道網の確立や新幹線建 計画局 計画推進課
設促進等、広範化・複雑化する鉄道行政を総合 土地水対策課
的・一体的に推進するため、交通政策局を再編 統計課

〇新型コロナウイルス感染症の長期化に伴う経済 国際局 国際課
社会情勢の変化に的確に対応するため、道の施 パスポートセンター
策や個別計画の基本となる総合計画の見直しな 次世代社会戦略局 ＤＸ推進課
どの着実な推進のため、計画局を新設 情報政策課

〇知事部局における教育行政を総合的・一体的に 科学技術振興課
推進するため、総合政策部総合教育推進課を総 地域創生局 地域戦略課
務部に移管 地域政策課

地域行政局 市町村課
行政連携課

交通政策局 交通企画課
航空局 航空課

4. 4. 1 〇交通企画課が所掌する港湾整備業務と航空課が 総 合 政 策 部
所掌する空港整備業務を一体的に推進するため、 総務課
両業務を集約し、航空港湾局を新設 知事室 秘書課
○様々な地域課題を解決し、新産業の創出を図っ 広報広聴課
ていくため、道内大学との連携による研究開発プ 道政相談センター
ロジェクトの推進やスタートアップ支援に係る体 官民連携推進室
制を強化するため、科学技術振興課内に産学官連 政策局 参事
携室を設置 計画局 計画推進課

土地水対策課
統計課

国際局 国際課
パスポートセンター

次世代社会戦略局 ＤＸ推進課
情報政策課
科学技術振興課

産学官連携室
地域創生局 地域戦略課

地域政策課
地域行政局 市町村課

行政連携課
交通政策局 交通企画課
航空港湾局 航空課
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5. 6. 1 〇官民連携の取組を更に推進するため、官民連携 総 合 政 策 部
推進室を発展的に改組し、官民連携推進局を設置 総務課

知事室 秘書課
広報広聴課
道政相談センター

政策局 参事
官民連携推進局 参事
計画局 計画推進課

土地水対策課
統計課

国際局 国際課
パスポートセンター

次世代社会戦略局 ＤＸ推進課
情報政策課
科学技術振興課

産学官連携室
地域創生局 地域戦略課

地域政策課
地域行政局 市町村課

行政連携課
交通政策局 交通企画課
航空港湾局 航空課


